
◦ 特集 ◦

February 2020 Vol. 24-1　通巻104号
2020年2月20日号

▶目次
p1-4
これからの認知症医療とケア，そして
支援

p5-8
認知症患者のストーマケア

p9-12
認知症患者の排便障害へのケア

p13-14
認知機能に問題があり治療に協力が得られに
くい患者への身体拘束軽減のための取り組み：
経鼻胃管カテーテルの自己抜去防止での工夫

認知症up�to�date

アルメディアは，オールケア（全人的ケ
ア）のための情報誌（メディア）として
名づけられました．

これからの認知症医療と
ケア，そして支援
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認知症医療の変遷

１．�1980年代前半頃の認知
症医療

筆者が認知症医療の現場に入った
のは1980年代前半の頃である．当
時は，認知症の人の生活の質を考え
る視点はなく，家族の介護負担を減
らすことだけを考えていた．それは，
家族に連れられて受診した認知症の
人に向精神薬を処方して落ち着かせ

ることと，家族をサポートすること
であった．しかし，家族をサポート
するといっても，介護の苦労に対す
るねぎらいくらいのもので，介護方
法についての助言等を与えることは
なかった．

また，大学病院ではさまざまな神
経心理検査や画像検査，脳波検査を
行ったが，それらを治療や助言・指
導には活かせなかった（現在でも，
これらの検査結果が治療とケアに必
ずしも十分に役立っているとはいえ
ないが）．認知症の人本人に「今日
はどのような気分か」「つらいこと
はないか」「いまやりたいことは何
か」などと問うことさえしなかった．

当時はなぜ，本人の想いにわれわ
れの関心が向かなかったのだろう．
いまになってみれば不思議だが，そ
の当時は疑問に思わなかった．認知
症の人は状況を理解できないと思い
込んでいたのであろう．偏見や先入
観は，自覚のないところが恐ろしい．

２．�WHOの声明とわが国の認
知症施策

世界保健機関（WHO）より，「Ensuring 
a human rights-based approach for 
people living well with dementia（認
知症とともによく生きる人々のため
の人権に基づいたアプローチの保
証）」という声明が2015年に出され
た１）．この声明では，「Participation（参
加）」「Accountability（説明責任）」「Non-
discrimination（非差別）」「Empowerment

（エンパワメント）」「Legality（合法性）」
の５項目が立てられた．

このなかの「Participation（参加）」
の項で，認知症の人と介護者は自分
の生活と健康に影響を与える決定に
参加する権利があること，また認知
症に関する政策の策定と実施にも参
加する権利があることが述べられて
いる．しかしわが国では，認知症の
人が自分が受ける医療や福祉のサー
ビスの決定に十分に参加していると
はいえない．いまでも「病院に行き
たがらない認知症の人をどうやって
連れて行ったらいいのか」などとい
った問いが繰り返されるくらいであ
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る．本人の意思と関係なく身体拘束
や向精神薬を処方したり，施設入所
や精神科病院への入院を決めること
は少なくない．認知症の人は，理解
したり判断したりすることができな
いといった偏見や先入観に，いまだ
に支配されているからであろう．

もちろん筆者は，向精神薬の服用
や病院・施設への入院・入所をただ
本人の言うままにすればよいとは思
わない．それは，認知症のケアや支
援の技術が，本人の意思を十分に尊
重できるレベルに達していない点も
課題だからである．

最終的には家族や専門職等が決め
ることになっても，せめて本人の要
望や想いを引き出しておくことが必
要であろう．近々国会で審議される

『認知症基本法案要綱』では，「都道
府県は，（中略）あらかじめ，認知
症の人及び家族等の意見を聴くよう
努めなければならないこと」，「（認
知症施策推進）本部は，（中略）あ
らかじめ，認知症の人及び家族等の
意見を聴かなければならないこと」
と記されている２）．このように，法
律として制定されることで当事者の
意見を聴くことが（努力）義務とな
ることは好ましい．今後，この方向
に変わっていくことが期待される．

また，「Accountability（説明責任）」
の項では，尊厳，信念，個人の状況，
プライバシーが尊重され，日常生活
のあらゆる面で人権と基本的自由を
行使できなければならないこと，認
知症の人のケアにかかわる公的機関，
民間組織，NGO（非政府組織／民
間団体）や個人は本人の尊敬と保護
について説明責任を負うこと，認知
症の人のケアにかかわる行政組織や
個人は人権を尊重し保護する責任が
あること，そして，その義務が果た
せない場合は，認知症の人が司法に

アクセスして裁判所での手続きを開
始できるように支援されるべきであ
ると謳われている．

ここに示されている認知症の人へ
の人権意識（広い意味では障がい者
への人権意識）は，われわれ日本人
が有している意識よりも，かなり高
いところに位置しているのではない
だろうか．わが国では，2019年６
月18日に認知症施策推進関係閣僚
会議による『認知症施策推進大綱』
が発表された３）．身体拘束にかかわ
る記載からうかがえる大綱の人権意
識は低いものであった．しかし，基
本法の制定を一つの機会として，わ
れわれ日本人も障がい者に対する人
権意識を高めなければならないと考
える．

「予防」について

１．�“認知症の予防”はさまざ
まに考えられる

　『認知症施策推進大綱』の柱の一
つである「予防」について議論をし
ていると，しばしば意見のすれ違い
を感じる．同じ“認知症の予防”とい
う表現でも，例えばA氏は①脳の神
経病理変化の予防を考えている．す
なわち，脳内にアミロイド蛋白やタ
ウ蛋白といった異常物質の沈着の予
防を考えている．B氏は②要素的な
認知機能の低下，例えば記憶障害の
予防を考え，C氏は③複数の認知機
能が組み合わさった，より日常的な
能力の低下の予防を考えている．さ
らにD氏は④認知症疾患の診断を下
されることの予防を考えている．

このなかで，①脳の神経病理変化
の予防については，おそらく今後の
治療薬の開発を待たねばならないで
あろう．②要素的な認知機能の低下

の予防，例えば記憶障害の予防は，
全体として一定の成果が得られたフ
ィンランドの介入研究（認知症の疑
いのある1260名を対象に，食事指導，
運動指導，グループワーク（人との
交流・知的作業）などを２年間行っ
た結果，遂行機能や処理速度といっ
た脳機能の維持・改善が認められた
というもの）においても難しかった４）５）．
何度も課題（検査）を繰り返せば，
その課題の成績は高まっていくであ
ろうが，記憶機能といった要素的な
認知機能は，伸びしろが限られるの
かもしれない．しかし，より日常的
な能力の低下となる③になると，②
よりは効果（伸びしろ）が期待でき
るのかもしれない．人によって効果
が出る要素的機能が違っても，日常
生活活動に近い課題になれば，複数
の認知機能が関係するため，いずれ
かの機能が高まれば効果として現れ
る可能性があるからである．ただし，
②も③も練習（すなわち学習効果）
によって成績が上がることと，疾患
や進行の予防は別のことと考える．

一方，④認知症疾患の診断に関し
てもある程度可能と考えられる．な
ぜなら，認知症に罹患しても学習効
果は期待できることから，診断に用
いられる課題［HDS-R（改訂長谷
川 式 簡 易 知 能 評 価 ス ケ ー ル ）や
MMSE（精神状態短時間検査）など］
を練習すれば，検査に“合格”できる
可能性があるからである．しかし，
認知症が発症して脳の病理変化が進
み生活上の困難が増えている場合は，
課題（診断評価）を練習して診断を
回避している場合ではなく，きちん
と診断を受けて治療や介護サービス
の利用を開始したほうが，自分らし
い生活の維持において大切であるこ
とはいうまでもない．
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２．�海外での「予防」の取り
組み

海外での予防の取り組みを概観す
ると，キーワードは食事・運動・人
との交流・知的刺激であった４）-６）．
これらへの介入を行うことで，認知
症と診断される人の割合が減少した
ことが報告されている．しかし，食
事指導だけ，運動指導だけ，知的刺
激だけというように，単独での介入
で効果がみられたというデータは出
ないようである．食事指導や運動指
導は，どちらも悪いはずはなく，身
体的な健康状態を改善することで，
結果的に認知症の発症が遅くなって
もよいように思うが，なぜ単独では
有効という結果が出ないのであろう
か．

リスクを管理することで発症を遅
らせることができる人は，リスクを
もっている人である．ということは，
栄養バランスのよい食事をし，適度
に運動をし，いろいろな役割をもっ
て頻繁に人に会い，かつ習い事を続
けている人はリスクがないというこ
とになる．食事も運動も人との交流
も知的刺激もすでに好ましい状態で，
それ以上改善のしようがないという
ことである．

食事指導が有効な人は，暴飲・暴
食のために健診で多くの異常値を指
摘されている人であろう．運動が有
効な人は，運動習慣がないかきわめ
て少なかった人であろう．人との交
流が有効な人は，人との交流がない
人であろう．知的活動が有効な人は，
趣味や仕事など知的作業がない人で
あろう．Livingstonら（2017）のい
う「認知症疾患を発症する（運命の）
人の65%は，その発症を遅らせるこ
とはできない」とは，そのような意
味であると考えられる．

すなわち，発症を早めている要因

は人によって異なるため，集団での
効果を示すためには，複数の要因に
介入しなければならないのだろう．

認知症に関しては，予防，すなわ
ち，ならないことをめざすのではな
く，総合的な健康増進を人々に推奨
し，結果的に認知症になっても，な
らなくても自分らしく活動的な時間
を生きること，つまり認知症を別に
したその人の健康寿命の延伸をめざ
すことが適切だと考えられる．

一方で，上記③が示していること
は，自分の好きなこと（趣味や日課）
を継続することで，その後も続けて
いける可能性が高いということであ
る．これは，認知症であっても自分
らしく暮らせる可能性が示されてい
る．認知症の有無とは関係なく家族
との信頼関係や好ましい情緒的関係
を築くことは，その人らしく生きる
ことを支えることである．また，認
知症の有無とは関係なく身体的健康
を維持することは，自分がやりがい
を感じることに取り組むことにつな
がると考えられる．

「共生」について

『認知症施策推進大綱』のもう一つ
の柱は「共生」である．これは，以
前からの認知症施策や支援のキーワ
ードでもあり，医療・福祉職にとっ
ては自然に受け入れることのできる
ものであった．認知症の人が認知症
と共生することであり，認知症の人
が認知症でない人と共生することで
ある．今回，『認知症施策推進大綱』
に改めて記載されたことを機に，共
生について再考したい．

共生とは，「共に生きる」ことで
ある．一方が他方の世話をするだけ
でも，犠牲になるだけでもない．互

いに支援しあい，場合によっては迷
惑をかけあう関係である．本人は，
周囲の人に配慮されることで負い目
を感じるかもしれない．また周囲の
人は，配慮することで本人からの感
謝や遠慮を期待してしまうかもしれ
ない．周囲の人が支援したとき，そ
れが本人の望むものでなくても，辞
退することを躊躇してしまう．辞退
すれば，支援しようとした周囲の人
は「せっかく支援したのに……」と
いう気持ちになりがちである．しか
し共生社会では，そこを越えなけれ
ばならないと考える．

本人が遠慮せずに支援を辞退でき
ること，周囲の人はそれを当然のこ
ととして受け止めることが望ましい．
障害をもった人が周囲に遠慮しなが
ら暮らす社会ではなく，自分の能力
や個性を発揮することで自尊感情を
高く維持できる社会をめざしたい．

例えば，最新のテクノロジーによ
るハードウエアやソフトウエアが障
害をもった人の支援に利用されると
き，その人の低下した機能を補うた
めに利用されるというよりも，その
人がもっている能力を発揮すること
に利用される，という考えであって
ほしい．

いわゆる障害をもつ人は，周囲の
人に迷惑をかけることにもっと慣れ
なければならない．そしてわれわれ
は，迷惑をかけられることに慣れな
ければならないと思う．それと同時
に，周囲の人が，障害をもつ人への
支援にかかわることで心身の能力や
精神性を高めるものでありたい．そ
れこそ，個人の個性と能力が評価さ
れる，最も成熟した社会であるとい
える．
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認知症の人と時間を
共にするとき考えること

認知症の人と時間を共にするとき，
筆者は次のことを感じる．

認知症の人は私たちと同じ人間で
ある．だから，だらしない人も，自
分勝手な人も，ずるい人も，自分の
ために嘘をつく人もいる．認知症に
なる人は，勤勉で，遠慮深く，謙虚
で，正直な人ばかりではない．なぜ
なら私たちと同じだからである．そ
れを忘れてはいけないと思う．そし
て，認知症の人は認知症を利用して
はいけないと思う．それは，私たち

と認知症の人が対等に付き合うため
である．
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